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はじめに 

 

地方公会計の整備については、平成18年に総務省から「地方公共団体における行

政改革の更なる推進のための指針（地方行革新指針）」が出され、平成20年度決算

から地方公共団体単体及び関係団体等も含む連結ベースで財務書類を整備するこ

ととされ、全国の地方公共団体で整備が進められてきました。 

平成27年1月には「統一的な基準による地方公会計マニュアル」が公表され、平

成29年度までに当該基準による財務書類等を作成するよう要請されたことを受け、

本市では、平成28年度決算より「統一的な基準」による財務書類を作成しています。 

財務書類としては、年度末における資産や負債などの状況を表した「貸借対照表」、

行政サービスにかかったコストに着目し行政活動の実績に関する情報を表す「行政

コスト計算書」、貸借対照表に計上された純資産の変動を表した「純資産変動計算

書」、行政サービスに必要な資金の動きを明らかにした「資金収支計算書」を作成

し、市の行政活動をストックとフローの両面から表すことにより、ストック情報及

びコスト情報の「見える化」や財政マネジメント機能の向上を目指しています。 
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◇財務書類の概要 

 

貸借対照表 市が住民サービスを提供するために保有している財産とその

資産を形成してきた財源及び純資産を表します。 

 

【備前市では】これまで876億2,102万円の資産を築いてきて

おり、そのうち純資産の658億1,792万円については、これま

での世代が負担し、残り218億310万円は、これからの世代が

負担する負債残高として残っていることが分かります。 

行政コスト計算書 市が行う福祉やごみ処理などの資産形成に結びつかない行政

サービスに係る経費（経常費用）とその行政サービスの直接

の対価として得られた使用料や手数料など（経常収益）との

対比などを表します。 

 

【備前市では】経常費用は162億3,604万円、経常収益は9億

6,192万円で、受益者負担率（経常収益／経常費用）は5.9％

でした。経常費用の性質別の割合は、人にかかるコストが

21.4％、物にかかるコストが30.2％、補助金などの移転支出

的なコストが47.0％、支払利息などのその他が1.4％でした。 

純資産変動計算書 貸借対照表の純資産が、1年間にどのような要因で増減したか

を表しています。 

 

【備前市では】純経常行政コストを市税及び地方交付税、国

県等補助金及びその他の財源で賄っている状態ではあります

が、投資的・資本的な支出に配分できる金額が少なくなって

います。 

資金収支計算書 1年間の行政サービスに必要な資金の動きを業務活動収支、投

資活動収支、財務活動収支という性質の異なる3区分で表しま

す。 

 

【備前市では】この1年間の行政活動を通じて、6,502万円の

歳計現金が増加し、預り金などの歳計外現金と合わせた期末

現金預金残高は8億3,696万円、基礎的財政収支は2億1,238万

円の赤字であったことが分かります。 

 

なお、これら4表の相互関係は次のページの矢印のようになっています。 
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【貸借対照表】 【行政コスト計算書】
単位　百万円 単位　百万円

資産の部 金額 負債の部 金額 項目 金額

１．固定資産 80,009 １．固定負債 19,462 １．人にかかるコスト 3,469

　(1) 事業用資産 32,536 　(1) 地方債 18,140

　(2) インフラ資産 38,581 　(2) 退職手当引当金 1,322 ２．物にかかるコスト 4,903

　(3) 物品 634 　(3) その他 0

　(4) ｿﾌﾄｳｪｱ 42 ２．流動負債 2,341 ３．移転支出的なコスト 7,633

　(5) 投・出資金 533 　(1) 翌年度償還予定市債 1,750

　(6) 延滞債権等 951 　(2) その他 591 ４．その他のコスト 232

　(7) 基金等 6,732 負債合計 21,803 経常費用合計 16,236

２．流動資産 7,612 純資産の部 金額 経常収益 962

　(1) 現金預金 837 純資産合計 65,818 純経常行政コスト 15,274

　(2) 基金 6,721 臨時損失 209

　(3) 未収金等 54 臨時利益 8

資産合計 87,621 負債及び純資産合計 87,621 純行政コスト 15,475

【資金収支計算書】 【純資産変動計算書】
単位　百万円 単位　百万円

金額 項目 金額

2,267 期首純資産残高 64,852

△ 3,545 純行政コスト △ 15,475

1,343 財源 16,297

65 　税収等 13,715

393 　国県等補助金 2,581

458 期末差額 822

379 資産評価差額 0

837 無償受入等 144

その他 △ 552

2,379 期末純資産変動額 965

期末純資産残高 65,818

△ 2,591

△ 212

※ 数値は単位未満を四捨五入しているため、それぞれの計と合わない場合がある。

※ 上記矢印（→）は各財務書類の相互の関係を示している。

当期資金収支額

【 簡易版財務書類 ～ 備前市一般会計等（平成30年度）】

項目

１．業務活動収支

２．投資活動収支

３．財務活動収支

基礎的財政収支

期末現金預金残高

期末歳計外現金残高

期首資金残高

期末資金残高

【プライマリーバランス】

　業務活動収支

（支払利息支出を除く）

　投資活動収支

（基金積立金支を除く）

（基金取崩収入を除く）
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一般会計等 

 

 

◇貸借対照表 

 

１ 貸借対照表とは 

貸借対照表は、資産の部（借方）と負債の部及び純資産の部（貸方）から構成され、

資産＝負債＋純資産という関係になります。資産合計と負債及び純資産の合計が一致し、

表の左右がバランスすることからバランスシートとも呼ばれます。 

貸借対照表の「資産の部」には、行政サービスの提供能力や将来の財源となる資産が

計上されます。具体的には、インフラ資産や施設など市が住民サービスを提供するため

に使用すると見込まれる有形固定資産、市の現金預金などがあります。一方、「負債の

部」には、支払義務があり市から資金流出をもたらす退職手当引当金や資産形成のため

に発行した地方債残高など、将来にわたっての負担額が計上されます。これら「資産」

と「負債」の差額は、これまでの世代が形成してきたいわゆる純資産となります。 

 

 

【貸借対照表の構成】

資産 財源

負債

資産

純資産

道路、保育
園、学校など

売却可能資
産、滞納税
金、現金預
金など

資産の財源と
なった地方債、
将来支払が見込
まれる職員の退
職金など（将来
負担）

資産と負債の差
額
（過去～現在間で
の世代負担）

 

 

説明：地方公共団体の財政の健全化に関する法律に規定する一般会計等を基礎とし

ています。一般会計と特別会計の一部をあわせて、自治体間で比較可能となる全国

共通の基準です。備前市では、一般会計並びに土地取得事業、飲料水供給事業及び

駐車場事業の各特別会計になります。 
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２ 貸借対照表の概要 

平成31年3月31日現在の資産の総額は876億2,102万円、負債の総額は218億310万円、

純資産が658億1,792万円で、資産に対する負債の割合は24.9％となっています。 

資産の部では、住民サービスを提供するために使用する資産である有形固定資産が

717億5,198万円と資産全体の81.9％を占めています。 

出資金、長期延滞債権、基金などの投資その他の資産が82億1,501万円(9.4%)、現金

預金、未収金、財政調整基金や減債基金などの流動資産が76億1,245万円(8.7%)となっ

ています。 

負債の部では、翌年度償還予定額を含めた地方債残高が198億9,019万円と負債全体の

91.2％を占めています。地方債は、主として有形固定資産整備のための財源に充てられ

てきたものです。この地方債残高のうち162億889万円については、将来の普通交付税の

算定基礎に含まれることが見込まれているものです。 

また、職員が本年度末で全員普通退職した場合に想定される退職金13億2,169万円な

どを将来負担として引当金で計上しています。 
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【様式第1号】

（単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 80,008,577   固定負債 19,462,254

    有形固定資産 71,751,984     地方債 18,140,411

      事業用資産 32,536,415     長期未払金 -

        土地 14,112,435     退職手当引当金 1,321,689

        立木竹 -     損失補償等引当金 155

        建物 45,460,595     その他 -

        建物減価償却累計額 -30,184,072   流動負債 2,340,843

        工作物 2,773,227     １年内償還予定地方債 1,749,783

        工作物減価償却累計額 -557,464     未払金 333

        船舶 118,800     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -26,611     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 211,769

        航空機 -     預り金 378,749

        航空機減価償却累計額 -     その他 209

        その他 - 負債合計 21,803,097

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 839,505   固定資産等形成分 86,734,184

      インフラ資産 38,581,173   余剰分（不足分） -20,916,259

        土地 20,726,849

        建物 21,280

        建物減価償却累計額 -15,499

        工作物 46,525,463

        工作物減価償却累計額 -28,676,920

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 3,288,565

      物品減価償却累計額 -2,654,168

    無形固定資産 41,579

      ソフトウェア 41,579

      その他 -

    投資その他の資産 8,215,013

      投資及び出資金 532,503

        有価証券 82,890

        出資金 449,613

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 954,422

      長期貸付金 23,635

      基金 6,731,548

        減債基金 -

        その他 6,731,548

      その他 -

      徴収不能引当金 -27,094

  流動資産 7,612,446

    現金預金 836,959

    未収金 52,283

    短期貸付金 4,269

    基金 6,721,338

      財政調整基金 4,912,967

      減債基金 1,808,372

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -2,403 純資産合計 65,817,925

資産合計 87,621,022 負債及び純資産合計 87,621,022

貸借対照表
（平成31年3月31日現在）
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３　貸借対照表による分析指標

① Ｈ３０ Ｈ２９

75.1% 75.9%

② Ｈ３０ Ｈ２９

27.7% 26.2%

③ Ｈ３０ Ｈ２９

3.5年 3.3年

④ 有形固定資産の行政目的別割合
行政目的 Ｈ３０ Ｈ２９ H30割合 H29割合

①生活インフラ・国土保全 32,041,833 32,380,062 44.7% 45.7%
②教育 14,717,357 14,930,774 20.5% 21.1%
③福祉 4,018,417 3,125,360 5.6% 4.4%
④環境衛生 3,155,739 2,475,665 4.4% 3.5%
⑤産業振興 12,333,556 12,642,215 17.2% 17.8%
⑥消防 860,702 943,845 1.2% 1.3%
⑦総務 4,624,380 4,342,235 6.4% 6.1%
合計 71,751,984 70,840,155 100.0% 100.0%

純資産比率　 純資産合計／資産合計

純資産の変動は、将来世代と現世代との間で負担の割合が変動したこ
とを意味します。資産の老朽化が進めば比率が低下することから、世
代間のバランスを見ながら資産の更新や形成を行っていく必要があり
ます。

当期の財務活動で、現世代が負担した割合が増加し、将来世代の負担が減少しました。

将来世代負担比率　 地方債残高／有形固定資産合計

有形固定資産のうち、将来返済しなければならない地方債による形成
割合を算定することで、将来世代の負担割合を見ることができます。
この比率が高くなると有形固定資産の取得に関する将来世代への先送
りの割合が高いことを表し、人口減少や少子高齢化などを踏まえて適
切な資産更新を考える必要があります。

当期の財務活動で地方債残高がわずかに減少しましたが、有形固定資産も減少したため、将来世代の負担がわず
かに増加しました。

歳入額対資産比率 　有形固定資産合計／歳入総額

当該年度の歳入総額に対する資産の比率で、これまでに形成された公
共資産が、歳入の何年分に相当するかを表します。年数が大きくなる
ほど社会資本の整備に重点を置いてきたことを表しますが、歳入額が
大きい場合には低い割合となります。

当期は歳入総額が昨年より減少したので、歳入対資産比率は増加しています。
※ 歳入総額は、資金収支計算書の各部の収入合計の総額に「前年度末資金残高」を加算して算出しています。

生活インフラ・国土保全、教育、産業振興などに多くの投資をしてきたことが分かります。

①生活インフラ・

国土保全

44.7%

②教育

20.5%

③福祉

5.6%

④環境衛生

4.4%

⑤産業振興

17.2%

⑥消防

1.2%

⑦総務

6.4%
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⑤
Ｈ３０ Ｈ２９

62.7% 62.4%

（目的別資産老朽化比率）

目的 Ｈ３０ Ｈ２９ 差引
①生活インフラ・国土保全 57.8% 56.9% 0.9%

②教育 62.5% 61.6% 1.0%

③福祉 47.9% 43.7% 4.2%

④環境衛生 66.7% 56.0% 10.7%

⑤産業振興 70.6% 70.0% 0.6%

⑥消防 54.0% 51.2% 2.7%

⑦総務 83.4% 82.3% 1.1%

合計 63.9% 62.4% 1.5%

⑥ Ｈ３０ Ｈ２９

8.0年 20.1年

資産老朽化比率
 減価償却累計額／（有形固定資産合計額（償却対象のみ）＋減価償却累計額）

有形固定資産のうち、土地及び建設仮勘定を除く償却資産の取得価額
に対する減価償却累計額の割合から、耐用年数に対して取得時からど
の程度経過しているのかを把握することができます。

この比率は引き続き上昇傾向となっています。一部の項目では、幼保一体型施設整備事業や塵芥収集事業などの
影響により減少しています。

地方債の償還可能年数　 （地方債残高－減債基金）／業務活動収支額

「地方債残高」（「減債基金残高」を差し引いた額）を、経常的に確
保できる資金（資金収支計算書の「業務活動収支額」）で返済した場
合に、何年で返済できるかを示します。

ふるさと納税寄附金をはじめとした税収等の減少により、昨年より期間が増加しています。

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

①生活インフラ・国土保全

②教育

③福祉

④環境衛生

⑤産業振興

⑥消防

⑦総務

57.8%

62.5%

47.9%

66.7%

70.6%

54.0%

83.4%

資産老朽化比率

行
政
目
的
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◇行政コスト計算書 

 

１ 行政コスト計算書とは 

行政コスト計算書とは、行政サービスの提供に伴って発生した1年間の行政活動のう

ち、ごみ処理や福祉サービスなどの資産形成に結びつかない経常的な行政サービスに係

る経費とその行政サービスの直接の対価として得られた使用料、手数料などの財源を表

した財務書類です。行政運営は営利目的ではないため、利益ではなくコストを計算して

います。 

行政コスト計算書は、「経常費用」と「経常収益」の差引である「純経常行政コスト」

と臨時損益を合わせた「純行政コスト」からなります。 

経常費用は、業務費用と移転費用に区分し、行政サービスを提供するために、人件費、

物件費、補助金等など性質別のコストが分かります。 

経常収益は、「使用料・手数料」と財産貸付収入などの「その他」からなり、どの程

度の受益者負担で賄われているかが分かります。 

 

２ 行政コスト計算書の概要 

平成30年度の経常費用は162億3,604万円、経常収益は9億6,192万円で、差し引いた純

経常行政コストは152億7,412万円となります。また、臨時損益2億103万円の赤字を合わ

せた純行政コスト154億7,515万円は、市税や国県等補助金などで賄うことになります。

（→純資産変動計算書参照） 

行政コスト計算書を性質別に見ると、人にかかるコストが34億6,854万円（主なもの

は職員給与費）、物にかかるコストが49億296万円（主なものは物件費や減価償却費）、

移転費用が76億3,256万円（主なものは補助金等、生活保護などの社会保障給付、他会

計への繰出金）となっています。 
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【様式第2号】

（単位：千円）

行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

  経常費用 16,236,036

    業務費用 8,603,479

      人件費 3,468,542

        職員給与費 3,113,639

        賞与等引当金繰入額 211,769

        退職手当引当金繰入額 -

        その他 143,134

      物件費等 4,902,960

        物件費 2,449,186

        維持補修費 337,038

        減価償却費 2,116,737

        その他 -

      その他の業務費用 231,976

        支払利息 111,511

        徴収不能引当金繰入額 28,510

        その他 91,955

    移転費用 7,632,558

      補助金等 2,361,723

      社会保障給付 1,954,899

      他会計への繰出金 3,311,786

      その他 4,150

  経常収益 961,918

    使用料及び手数料 200,652

    その他 761,265

純経常行政コスト 15,274,119

  臨時損失 208,980

    災害復旧事業費 43,142

    資産除売却損 165,838

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 4,757

純行政コスト 15,475,145

    その他 -

  臨時利益 7,954

    資産売却益 3,197
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３　行政コスト計算書による分析指標

① 受益者負担率　　経常収益／経常費用 Ｈ３０ Ｈ２９

5.9% 3.6%

② 行政コスト対公共資産比率　　経常費用／有形固定資産合計 Ｈ３０ Ｈ２９

22.6% 25.5%

受益者負担率は経常収益の経常経費に対する比率で、この比率が低
いときは、現役世代の負担が少なく、将来世代へ負担が先送りされ
ているといえます。将来世代負担比率の高さを踏まえ、受益者負担
率が適正かどうかを検討する必要があります。

都市における受益者負担比率の平均的な値は、2％から8％の間になるといわれており、本市は受益者に対する
負担率は平均的といえます。

行政コストの公共資産に対する比率を算出することによって、資産
を活用するためにどれだけのコストがかけられているか、あるいは
どれだけの資産でどれだけの行政サービスを提供しているかといっ
た資産の効率的な活用状況を見ることができます。

行政コスト対公共資産比率の平均的な値は10％～30％といわれており、本市はこの範囲内となっています。
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◇純資産変動計算書 

 

１ 純資産変動計算書とは 

純資産変動計算書とは、貸借対照表の純資産の部に計上されている額が、1年間でど

のように変動したかを表している財務書類です。 

純資産の部は、これまでの世代が負担してきた部分ですので、1年間でこれまでの世

代が負担してきた部分が増えたのか減ったのかが分かります。 

また、純行政コストを税収等と国県等補助金で賄えているかどうか見ることもできま

す。 

 

 

２ 純資産変動計算書の概要 

平成30年度末の純資産残高は、658億1,793万円となり、前年度から9億6,549万円増加

しています。 

増減の内容は、行政コスト計算書の純行政コストによる154億7,515万円減、地方税や

地方交付税などによる137億1,545万円増、国県等補助金による25億8,121万円増となっ

ています。 

 

 

３ 純資産変動計算書による分析指標 

 

行政コスト対税収等比率 純行政コスト/（税収等＋国県等補助金） 

純行政コストに対する財源の比率を見ることで、当年度に行われた行政

サービスのコストから受益者負担分を除いた純行政コストのうちどれ

だけが当該年度の税収等によって賄われたかが分かります。 

95.0% 

本市における当期の比率はほぼ100％に近くなっており、純行政コストは市税等によってぎりぎり賄えては

いますが、その他の投資的・資本的な支出に配分できない状態ともいえます。 
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【様式第3号】

（単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分)

前年度末純資産残高 64,852,438 84,566,220 -19,713,782

  純行政コスト（△） -15,475,145 -15,475,145

  財源 16,296,652 16,296,652

    税収等 13,715,447 13,715,447

    国県等補助金 2,581,205 2,581,205

  本年度差額 821,507 821,507

  固定資産等の変動（内部変動） 2,023,983 -2,023,983

    有形固定資産等の増加 3,050,871 -3,050,871

    有形固定資産等の減少 -2,264,157 2,264,157

    貸付金・基金等の増加 1,668,297 -1,668,297

    貸付金・基金等の減少 -431,028 431,028

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 144,405 144,405

  その他 -425 -425 -

  本年度純資産変動額 965,487 2,167,964 -1,202,477

本年度末純資産残高 65,817,925 86,734,184 -20,916,259

純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日
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◇資金収支計算書 

 

１ 資金収支計算書とは 

資金収支計算書とは、1年間の資金（歳計現金）の流れを活動別（「業務活動収支」

の部、「投資活動収支」の部、「財務活動収支」の部の3区分）に分けて表示した財務

書類です。 

業務活動収支の部には、人件費や物件費などの「業務支出」及び税収、国県等補助金、

手数料などの「業務収入」による経常的なものと、災害復旧事業費など「臨時支出」及

び「臨時収入」による臨時的なものの、資金収支の状況が表示されます。 

投資活動収支の部には、公共施設等整備や基金積立てなどによる支出とその財源（国

県等補助金、基金繰入金など）による資金収支の状況が表示されます。 

財務活動収支の部には、地方債の償還と借入れによる資金収支の状況が表示されます。 

資金収支計算書の3つの区分については、業務活動収支の部で生じた黒字額で投資活

動収支の部と財務活動収支の部の赤字額を穴埋めするという関係になります。 

業務活動収支の黒字額よりも投資活動収支及び財務活動収支の赤字額が大きい場合

は、資金残高（歳計現金残高）が減少することになります。 

 

 

２ 資金収支計算書の概要 

平成30年度は、業務活動収支がプラス22億6,729万円、財務活動収支がプラス13憶

4,313万円となり、この収支余剰で投資活動収支における35億4,540万円の不足を補った

結果、本年度資金収支として6,502万円の資金増加が生じたことが分かります。これに

より、本年度末資金残高は4億5,821万円となり、歳計外現金残高を加えた本年度末現金

預金残高の総額は8億3,696万円となっています。 

一方、基礎的財政収支（プライマリーバランス）は、2億1,238万円の赤字となってい

ます。  

※ 基礎的財政収支とは、単年度の収支から借金の増減の影響を除外して計算されたも

ので、単年度ベースの純粋な収支となります。この収支が、ゼロまたは黒字であれば、

実質的な地方債の増加率は長期金利以下になり、経済成長率が長期金利を下回らない

限り経済規模に対する地方債の比率は増加せず、持続可能な財政運営であるとされて

います。 
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【様式第4号】

（単位：千円）

資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 14,074,278

    業務費用支出 6,441,773

      人件費支出 3,461,025

      物件費等支出 2,786,224

      支払利息支出 111,511

      その他の支出 83,013

    移転費用支出 7,632,505

      補助金等支出 2,361,723

      社会保障給付支出 1,954,899

      他会計への繰出支出 3,311,786

      その他の支出 4,098

  業務収入 16,428,576

    税収等収入 13,718,026

    国県等補助金収入 2,152,552

    使用料及び手数料収入 218,058

    その他の収入 339,941

  臨時支出 90,039

    災害復旧事業費支出 43,142

    その他の支出 46,897

  臨時収入 3,035

業務活動収支 2,267,294

【投資活動収支】

  投資活動支出 4,417,709

    公共施設等整備費支出 3,050,871

    基金積立金支出 1,311,738

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 55,100

    その他の支出 -

  投資活動収入 872,307

    国県等補助金収入 425,618

    基金取崩収入 357,520

    貸付金元金回収収入 55,809

    資産売却収入 31,677

    その他の収入 1,683

投資活動収支 -3,545,401

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,751,837

    地方債償還支出 1,751,837

    その他の支出 -

  財務活動収入 3,094,967

    地方債発行収入 3,094,967

前年度末歳計外現金残高 388,881

本年度歳計外現金増減額 -10,132

本年度末歳計外現金残高 378,749

本年度末現金預金残高 836,959

    その他の収入 -

財務活動収支 1,343,130

本年度資金収支額 65,022

前年度末資金残高 393,188

本年度末資金残高 458,210
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【貸借対照表】 【行政コスト計算書】
単位　千円 単位　千円

資産の部 金額 負債の部 金額 項目 金額

１．固定資産 2,320 １．固定負債 564 １．人にかかるコスト 101

　(1) 事業用資産 943 　(1) 地方債 526

　(2) インフラ資産 1,119 　(2) 退職手当引当金 38 ２．物にかかるコスト 142

　(3) 物品 18 　(3) その他 0

　(4) ｿﾌﾄｳｪｱ 1 ２．流動負債 68 ３．移転支出的なコスト 221

　(5) 投・出資金 15 　(1) 翌年度償還予定市債 51

　(6) 延滞債権等 28 　(2) その他 17 ４．その他のコスト 7

　(7) 基金等 195 負債合計 632 経常費用合計 471

２．流動資産 221 純資産の部 金額 経常収益 28

　(1) 現金預金 24 純資産合計 1,909 純経常行政コスト 443

　(2) 基金 195 臨時損失 6

　(3) 未収金 2 臨時利益 0

資産合計 2,541 負債及び純資産合計 2,541 純行政コスト 449

【資金収支計算書】 【純資産変動計算書】
単位　千円 単位　千円

金額 項目 金額

66 期首純資産残高 1,881

△ 103 純行政コスト △ 449

39 財源 473

2 　税収等 398

11 　国県等補助金 75

13 期末差額 24

11 資産評価差額 0

24 無償受入等 4

その他 △ 0

69 期末純資産変動額 28

期末純資産残高 1,909

△ 75

△ 6

※ 財務書類の数値を市民一人当たりに換算して算出することで、より実感を持てる数値になります。

（平成31年3月末時点の住民基本台帳人口34,486人に基づき計算しています。）

【プライマリーバランス】

◇市民一人あたり財務書類（平成30年度備前市一般会計等）

項目

１．業務活動収支

２．投資活動収支

３．財務活動収支

当期資金収支額

期首資金残高

期末資金残高

期末歳計外現金残高

期末現金預金残高

　業務活動収支

（支払利息支出を除く）

　投資活動収支

基礎的財政収支

（基金積立金支を除く）

（基金取崩収入を除く）
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財務書類の活用方法 

 

作成した財務書類は、本市の財務状況を表すものですが、市民の皆様への行財政情報

の提供や自治体経営のツールとしていかに活用していくかが課題となります。 

財務書類を作成し公表することによる効果として、次の 3点が挙げられます。 

 

１ 公表による透明性の向上と説明責任の履行 

２ 行政経営におけるマネジメント力の向上 

３ 資産・債務の把握による適切な管理 

 

 これらの効果を、本市ではどのように活用できるかについてまとめました。 

 

１ 公表による透明性の向上と説明責任の履行 

毎年度の決算に関する情報と併せ、ホームページで公表することにより、資産と負債

の状況、行政サービスのコストと負担の状況、財源の調達とその使途の状況などについ

て、お知らせすることができます。 

 

 

２ 行政経営におけるマネジメント力の向上 

経年比較や類似団体との比較により、本市の財務状況を把握することができ、意思決

定や方向性の検討に活用できます。 

 

① 行政目的別の資産の残高により、これまで整備してきた資産が把握でき、今後ど

の行政目的に投資するべきかという方向付けの判断資料になります。 

有形固定資産の行政目的別割合（再掲） 

行政目的 Ｈ３０ Ｈ２９ H30割合 H29割合 

①生活インフラ・国土保全 32,041,833 32,380,062 44.7% 45.7% 

②教育 14,717,357 14,930,774 20.5% 21.1% 

③福祉 4,018,417 3,125,360 5.6% 4.4% 

④環境衛生 3,155,739 2,475,665 4.4% 3.5% 

⑤産業振興 12,333,556 12,642,215 17.2% 17.8% 

⑥消防 860,702 943,845 1.2% 1.3% 

⑦総務 4,624,380 4,342,235 6.4% 6.1% 

合計 71,751,984 70,840,155 100.0% 100.0% 
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② 貸借対照表の地方債残高と有形固定資産合計の状況から、将来世代の負担割合を

見ることができます。将来世代への負担の先送りを抑制するため、適正な地方債発

行額の決定における判断資料になります。 

 

将来世代負担比率（再掲）  地方債残高／有形固定資産合計 H30 H29 

有形固定資産のうち、将来返済しなければならない地方債
による形成割合を算定することで、将来世代の負担割合を
見ることができます。この比率が高くなると有形固定資産
の取得に関する将来世代への先送りの割合が高いことを表
し、人口減少や少子高齢化などを踏まえて適切な資産更新
を考える必要があります。 

27.7% 26.2% 

 

③ 行政コスト計算書の経常経費に占める経常収益の割合から、受益者負担比率を算出

し、使用料・手数料や分担金・負担金・寄附金などの適正化の検討における判断資料

となります。 

受益者負担率（再掲）  経常収益／経常経費 H30 H29 

受益者負担率は経常収益の経常経費に対する比率で、この
比率が低いときは、現役世代の負担が少なく、将来世代へ
負担が先送りされていると言えます。将来世代負担比率の
高さを踏まえ、受益者負担率が適正かどうかを検討する必
要があります。 

5.9% 3.6% 

 

④ 施設整備に際し、事前に整備費と財源内訳、見込まれる運営費から財務書類を作

成し、整備から廃止までのライフサイクルコストやランニングコストを算出するこ

とにより、整備するかどうかの意思決定の判断資料とすることができます。 

 

 

３ 資産・債務の把握による適切な管理 

財務書類の作成過程で行う固定資産台帳の整備により、固定資産の評価や遊休資産の

把握が可能になります。また、将来負担する債務に係る資金の必要額が明確になります。 

 

① 全庁的に遊休資産を把握することにより、資産の売却や有効利用の検討資料に使

用することができます。 

 

② 将来支払う必要がある地方債や退職手当引当金に対して、減債基金積立金や退職

手当組合積立金が著しく不足している場合は、積立金の増額や退職手当組合負担金

の増額などを検討する際の判断に活用することができます。 
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① 生活インフラ・国土保全 土木費　（道路、公園、市営住宅など）

② 教育 教育費　（学校、公民館など）

③ 福祉 民生費　（保育園、福祉施設など）

④ 環境衛生 衛生費　（清掃施設、墓園、保健センターなど）

⑤ 産業振興 農林水産費、商工費、労働費　（農業用施設、勤労者センターなど）

⑥ 消防 消防費　（消防施設など）

⑦ 総務 総務費、議会費、その他　（市役所庁舎など）

(２) 売却可能資産 遊休資産、未利用資産などの売却可能な資産

(１) 投資及び出資金 公営企業や団体への出資金、出捐金など

(２) 有価証券 出資法人の株券

(３) 出資金 出資法人への出資・出捐金

(４) 投資損失引当金 出資金の実質価値の低下による損失に備えるための引当金

(５) 長期延滞債権 市税などの収入未済額のうち１年以上未収のもの

(６) 長期貸付金 翌々年度以降に償還期限が到来する貸付金

(７) 基金
特定の目的のために積み立てられ、又は運用するために設けられた
基金など

(８) 徴収不能引当金 長期延滞債権などのうち回収が困難と見込まれるもの

(１) 現金預金
当該年度の収入から支出を差し引いた額に預り金などの歳計外現
金を合わせた額

(２) 未収金 当該年度において発生した滞納が1年未満の債権

(３) 短期貸付金 翌年度に償還期限が到来する貸付金

(４) 基金

① 財政調整基金 年度間の財源調整など健全な財政運営をするための基金

② 減債基金 地方債の償還財源として積み立てた基金

(５) 徴収不能引当金 未収金などのうち回収が困難と見込まれるもの

貸借対照表及び附属明細書の主な用語解説

１　固定資産

２　投資その他の資産

３　流動資産

用語解説等

(１) 有形固定資産の行政目的別明細
　　 地方財政状況調査（決算統計）の目的に準じた区分
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(１) 地方債 市が発行した地方債のうち償還予定が1年超のもの

(２) 長期未払金
物件等の引渡しを受けたが支払いは済んでいない債務や損失補償
等の契約（債務負担額）のうち、すでに確定したもので、翌年度の償
還予定額を除いた額

(３) 退職手当引当金
年度末に特別職を含む全職員が普通退職した場合の退職手当の
支給見込額から翌年度支払予定退職手当の額を除いた額

(１) 1年内償還予定地方債 市が発行した地方債のうち償還予定が1年以内のもの

(２) 賞与引当金
翌年度に支給される賞与のうち当年度に発生した額（平成Ｎ年度の
６月に支払う賞与は、１２月から５月分であるため、そのうちの１２月か
ら３月の４箇月間は平成Ｎ－１年度に発生していると整理する。）

（１） 人件費
特別職や職員の給与及び報酬から退職手当及び賞与引当金を除
いた額

（２） 賞与等引当金繰入額 賞与引当金の本年度増加分

（３） 退職手当引当金繰入額 退職給与引当金の本年度増加分

（４） 物件費 委託料、需用費（消耗品費等）、役務費など

（５） 維持補修費 学校、公民館、道路、庁舎などの施設を維持、修繕するための経費

（６） 減価償却費
有形固定資産が経年劣化により、その資産価値が減少したと認めら
れる額

（７） 支払利息 地方債及び一時借入金の支払利息

（８） 補助金等 市民や団体等に対する補助金及び負担金

（９） 社会保障給付 児童手当、生活保護費、障害者等への支援費など（扶助費）

（１０） 他会計への繰出金
国民健康保険事業特別会計、介護保険事業特別会計などに対する
繰出金

(１) 使用料及び手数料 公共施設の使用料、証明書発行手数料など

(２) その他 財産運用収入、延滞金等、預金利子、雑入など

「経常経費」から「経常収益」を引いた額３　（差引）純経常行政コスト

４　固定負債

５　流動負債

２　経常収益

行政コスト計算書の主な用語解説

１　経常費用
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(１) 災害復旧事業費 当該年度の災害復旧にかかった経費

(２) 資産除売却損
固定資産を除却した際の帳簿価額又は売却した際の収入が帳簿価
額を上回る場合の差額

(１) 資産売却益 固定資産を売却した際の収入が帳簿価額を上回る場合の差額

(２) その他 上記以外の臨時利益

前年度末純資産残高 前年度末の貸借対照表に計上された純資産の額

純行政コスト 当該年度における行政コスト計算書の「純行政コスト」の額

財源 （上記純行政コストに対する財源）

税収等 市税、地方交付税など

国県等補助金 国、県などから受けた補助金の額

資産評価差額 資産評価替えを行った場合の差額

無償所管換等
寄附等により無償で資産を受贈した場合にバランスシートに追加計
上した評価額

その他 上記以外の要素

本年度末純資産残高
上記の増減事由の結果、当年度末の貸借対照表に計上された純資
産の額

固定資産等形成分 住民サービスを提供するための財産や貸付金・基金などの増減額

余剰分（不足分） 資産の総額と純資産のうち固定資産等形成分との差額

４　臨時損失

５　臨時利益

純資産変動計算書の主な用語解説

表頭

表側
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日常的な行政活動による資金収支の状況

固定資産を形成するための資金収支の状況

地方債の元金償還及び借入れの状況

当該年度中の収入から支出を引いた額（歳計現金の増減額）

前年度末の歳計現金の残高

当年度末の歳計現金の残高

当年度末の預り金などの歳計外現金の残高

当年度末の歳計現金及び歳計外現金を合わせた残高

地方債の発行及び償還を除いた基礎的な収支情報

２　投資活動収支の部

３　財務活動収支の部

４　本年度資金収支額

資金収支計算書の主な用語解説

1　業務活動収支の部

６　本年度末資金残高

５　前年度末資金残高

７　本年度末歳計外現金残高

※　基礎的財政収支（プライマリーバランス）

８　本年度末現金預金残高
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